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おわりに

１．企業の研究開発投資効率の低下が問題視されている。投資効率低下に関しては、研究

開発投資が製品に結びつかないことが問題視されがちだ。しかしより本質的な問題は、

製品には結びつくが利益に結びつきにくくなっていることにある。

２．研究開発投資が利益に結びつきにくくなった背景としては、事業部の製品化において

そのスピードアップ要請が強まり、IT 製品中心に社外からキーデバイスを購入するケ

ースが増加するなど自社でコア技術を獲得し対応するのが難しくなりつつあること、ま

た新たなビジネスモデル構築などが重要視されていないことなど、全社の利益獲得にと

って重要とされる手段にまで手が回りにくくなっていることがある。

３．同時に利益に結びつきにくくなった理由としては、研究開発マネジメント面よりも、

企業アイデンティティの不明確さやコア技術の弱さなど個々の経営･事業戦略や技術戦

略の問題、更に３つの戦略間での統合性の少なさがある。

４．研究開発投資効率の向上には、コア・コンピタンスの明確化による製品の特化やシナ

ジー効果のある製品群への絞込みと同時に、製品に用いる技術の融合化による差別化の

強化、スピード要請への過剰対応でキーデバイスを手放すのでなく、コア技術の強化に

よるキーデバイスの維持、更に技術の秘匿や生産技術の強化など企業に蓄積されたクロ

ーズな技術活用による差別化が必要になる。

　いずれにしても、今後研究開発投資を利益に結びつけるには、企業の CEO や CTO な

ど経営トップ層の役割が大きくなる。
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はじめに

　長く続く不況と近年の一般価格の下落からの脱

却として、企業は仕入れ価格を下げ、人件費を圧

縮させてきた。この結果ようやく企業業績にも明

るさが見え出した。

　しかし、企業の今後の安定した成長のためには、

このような一時的な対策だけではなく、新製品開

発や高付加価値製品開発など、永続的な利益に結

びつく前向きの方策を成功させる必要がある。そ

のためには研究開発投資が不可欠である。ただ

1990年以降の企業の研究開発投資と得られた付加

価値との関係を見ると、研究開発投資が必ずしも

不足だったわけではなく、研究開発投資を行って

きたにもかかわらず付加価値が得られないという

状況にあった。企業は今後も活発な研究開発投資

を行う姿勢であるが、研究開発投資が付加価値に

結びつきにくいメカニズムをそのままに研究開発

投資を増加させても、従来のように成果を得られ

ず、投資が空回りする恐れがある。

　このため本研究は、企業の研究開発投資効率低

下の原因を分析し、効率的な研究開発を行うため

に何が問題でどう対応すればよいかを明らかにす

ることを目的として実施した。そのための研究手

段としては統計的データを分析すると同時に、企

業に対するアンケート調査を行い、研究開発投資

効率低下の実態、その背景と理由、今後の対策等

を分析した。

Ⅰ．低下した企業の研究開発投資効率

　近年、引き続く不況に追い討ちをかけるように、

一般物価の下落が続いている。そこからの脱却が

企業の当面の課題とされ、企業は仕入れ価格の引

き下げや人件費削減などを行い続けてきた。この

ような努力の結果、ようやく企業業績にも明るさ

が見え出した。

　しかしこうした対策は確かに必要ではあるが、

どちらかというと後ろ向きのものである。企業は

本質的には新製品や高付加価値製品の開発を成功

させ、収益を上げることが求められており、実際

企業の努力も次第にその方向に向けられている。

　近年の企業、特に日本の産業を牽引する製造業

の主要産業における付加価値獲得状況を見ると、

図表１のようになる。

　図表１に見られるように、90年までは同じよう

図表１　主要製造業の付加価値額の推移

（資料）経済産業省『工業統計表』各年版より作成
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に順調に付加価値額を伸ばしてきた日本の製造業

各産業であるが、90年以降の足取りで見ると３つ

のタイプに分かれ出したことがわかる。

　第１のタイプは医薬品産業で、90年以降も継続

して付加価値を伸ばしている産業である。第２は

自動車や精密機械産業で、どうにか付加価値を維

持している産業である。第３は通信・電子・電気

計測などのいわゆる IT 産業や AV 家電機器など

のその他電気産業、更にグラフには示していない

が化学や鉄鋼、一般機械等で、変動はあるが傾向

的には付加価値を減少させている産業である。

　新製品や高付加価値製品の開発には研究開発投

資が必要である。ではこの間付加価値額を低下さ

せた IT 製品やその他電気製品向けには、研究開

発投資が押さえられていたのかといえばそうでは

ない。図表２は、主要製品向けの研究開発投資額

の推移を見たものである。

　ここで各製品向けの研究開発投資額とは、例え

ば精密機械企業が IT 製品向けの研究開発投資を

行った場合には、精密機械製品ではなく IT 製品

にカウントされる。このように定義された製品向

けの研究開発投資額を見ると、特に IT 製品向け

には多額の研究開発が投じられていたことが分か

る。近年自動車製品向けの研究開発投資額が急増

しており、その趨勢が注目されるが、それ以前に

おいては圧倒的に多くの研究開発投資額は IT 製

品向けであった。またその他電気製品向けも堅調

であった。

　しかしこのように研究開発投資額は増加したが、

前述のように付加価値額は減少したので、１単位

の付加価値額を得るのに必要な研究開発投資額は

急増した。すなわち付加価値獲得という視点から

見た研究開発投資効率は急速に低下した。この状

況を示したのが図表３である。

　医薬品の投資効率は一定比率を維持しているが、

その他の分野ではおしなべて急速に投資効率を低

下させている。特に IT 製品分野での付加価値１

単位当たりを獲得するのに必要な研究開発費の投

入額は、急増している。

図表２　主要製品向けの研究開発投資額の推移

（資料）総務省『科学技術研究調査報告書』各年版より作成
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Ⅱ．研究開発投資効率低下の問題の所在

１．研究開発投資効率低下分析の先行調査例

　前章で示したように、企業における研究開発投

資効率低下が問題視され始めている。ここで研究

開発の投資効率をどのような指標で図るのが妥当

かという問題が生じる。具体的な投資効率指標と

しては、研究開発が技術に結びついているか、製

品に結びついているか、企業の利益に結びついて

いるかなどがありえる。

　例えば図表４は、研究開発成果の中に、製品化

されていない技術がどのくらい存在するかについ

てアンケートを行った結果である。ここでは研究

開発が製品化に結びついているかどうかが問題と

され、図表４に示されたアンケート調査の結果と

して約８割の企業に製品化されない研究開発成果

としての技術があることが問題としている。

　しかしこの結果では、「研究開発成果の中に、

図表４　研究開発投資効率に関する研究例

（資料）二瓶正他「デスバレー現象と産業再生」NEXT ・ ING Vol.4, No.3（2003）三菱総研より引用

0

5

10

15

20

25

30

35

1975 77 79 81 83 85 87 89 91 93 95 97 99 2001

IT（通信、電子、電気計測）

医薬品

精密機械
自動車

その他電気

研究開発費／付加価値額(％)

(年)

22%

23%

51%

1%
3%

無回答

研究開発成果が

確実に新たな製品に

つながっている

研究開発成果の中に

製品化されていない

技術が若干存在する

研究開発成果の

中に製品化されて

いない技術がかなり

存在する

研究開発成果の
中に製品化され
ていない技術が
多く存在する

図表３　１単位の付加価値獲得に必要な研究開発投資額の推移

（資料）経済産業省『工業統計表』各年版、総務省『科学技術研究調査報告』各年版より作成
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製品化されていない技術が若干存在する」という

企業も含めて問題ありと判断されているが、若干

存在するまですべて問題とする見方には疑問があ

る。

　例えば図表５は、日米の製造業全体でみたとき

の単位研究開発投資額当たりの売上高を比較した

ものである。日本の製造業のほうが、単位当たり

の研究開発投資額に対する売上高が大きくなって

いる。ここで売上高を製品化の成功を示すものと

みなせば、日本の製造業のほうが米国より研究開

発投資を製品に結びつけることに成功していると

みなせる。

２．アンケート調査の概要

　日本企業における研究開発投資効率低下の真の

問題はどこにあるのか。富士通総研ではその疑問

に答えるために、アンケート調査を実施した。ア

ンケートは2003年６月に実施され、対象は研究開

発投資を活発に行っている東証一部上場企業446

社である。うち98社から回答を得た。回答者は主

として研究開発管理を担当する部課長クラスの方

が多かった。

　回答企業の概要を産業別及び連結売上高別に見

ると、回答企業の産業別属性では、素材系が約30％、

組立系が約50％という割合である。連結の売上高

でみると、中位は約2,000億円程度となっている。

３．投資効率低下問題の所在

　今回のアンケート調査では、研究開発投資が成

果に結びつく状況を、製品に結びつく程度（製品

結実度）と利益に結びつく程度（利益結実度）と

に分けて尋ねた。

　より具体的には、製品結実度を以下の３つのケ

ースに分けた。

Ａケース：中央研究所等全社・コーポレート研究

所で行われている自主研究テーマが事

業部の製品に結びついているか（以下

の図表では中研自主と記す）

Ｂケース：中央研究所等全社・コーポレート研究

所で行われている事業部からの依頼研

究が事業部の製品に結びついているか

（同様に中研依頼と記す）

Ｃケース：事業部内の研究開発（例えば事業部所

属の研究開発センターなど行われてい

る）が製品に結びついているか（同様

に事業部開発と記す）

図表５　日米製造業における単位研究開発投資当たりの売上高比較

　
（資料）米国の売上高は『Quarterly Financial Report』、R&D 費用は OECD 資料、日本は両方総務省『科学技術研究調査

報告書』より作成
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　また、利益結実度も、実際には製品結実度と同

様多様なケースがあると思われるが、今回はＤケ

ースとして一括した。

Ｄケース：企業全体としての研究開発投資が、同

業のトップ企業群の平均的な利益率を

獲得するような高収益（製品）に結び

ついているか（同様に全社利益と記す）

　アンケートの結果を図表６に示した。アンケー

トでは４つのケース毎に、95年と現在の状況とに

分けて尋ねた。

　以下にその結果を示す。

①　中央研究所における自主研究に関しては、

成果の結実度は期待以下という企業が最も多く、

同時に調査した満足度も高くない。しかし95年

と現在とでみると変化はほとんどみられない。

このケースでの結実度は、研究テーマの難易度

とトレードオフの関係にあるはずで、本質的に

一定の低さにあるのが常態であるともいえる。

しかし同時に調査した満足度では、不満とする

企業が多く、結実度の低さは、難易度から考え

れば当然とみなされている限度を越えている可

能性がある。

②　中央研究所の事業部からの依頼研究につい

ては、成果の結実度は期待以上という企業が多

く結実度は高い。同時に満足度も高い。にもか

かわらず後記の④で見るように会社全体の利益

に結びついていないのは、事業部が依頼する研

究開発テーマでは、製品の差別化にまで結びつ

くコア技術には結実していない可能性がある。

③　事業部内の研究開発は、期待程度には製品

に結実する度合いは高く、また満足度も高い。

経年的な変化はみられない。

④　全社的な研究開発投資が、同業トップ企業

群の平均的な利益率を獲得しているかに関して

は期待以下とする回答が多い。かつ期待以下と

する企業数は95年より現在において増加してい

る。同時にこの結果に不満足とする企業も多い。

　このように企業の研究開発投資効率低下におけ

る真の問題は、従来考えられていたように製品に

結びつきにくいことにあるのではなく、製品化に

は結実しているが利益に結実していないことにあ

る。また、中央研究所の自主研究が事業部の製品

に結びつかないことも、企業全体の利益に結びつ

かない理由となっている可能性があり、注目すべ

き事実である。

図表６　４つのケースにおける研究開発投資の結実度

（資料）当社アンケートより作成
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Ⅲ．投資効率低下の理由

　第Ⅱ章でみたように、日本の産業はおしなべ

て研究開発投資効率低下の問題を抱えている。同

時に図表７に示すように、今後も将来に向けて世

界のトップ企業以上、もしくは同等の研究開発投

資を行う意向が示されている。

　しかし、研究開発投資を企業の利益に結びつけ

る方策を欠いたまま投資を増やしても、利益に結

びつかない研究開発投資の空回り状態が続き、日

本産業の強化には繋がらない。中国などアジア企

業が安い生産コストと技術力の向上で急迫してい

る中で日本企業の生きる道は、研究開発投資を維

持し、差別的な技術を基に高付加価値製品を生み

出し、それを企業利益に結びつけることである。

そのためには、研究開発投資が企業利益に結びつ

かない背景と理由を明らかにし、利益に結びつけ

る方策を実行する必要がある。

１．投資効率低下の背景

　このような研究開発投資効率低下の背景を、企

業はどのように認識しているのだろうか。アンケ

ートで示された結果は図表８のとおりである。

　背景要因として特徴的なのは、図表８のグラフ

内において楕円で示したよう

に、事業部の製品化に関して

製品化のスピード要請を克服

することが非常に重要になっ

ていることである。このよう

なスピード要請に対応するた

め、同じく図表８のグラフ内

において矢印で示したように、

全社利益獲得のために重要で

あり要請が高いコア・コンピ

タンスの獲得やビジネスモデ

ル構築の重要性が、事業部の

　

図表８　研究開発投資が製品や利益に結びつきにくい背景

（資料）当社アンケート調査より作成

図表７　企業の研究開発投資スタンスの変化

（資料）当社アンケート調査より作成
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製品開発においては考慮されにくくなっているこ

とが推察される。

２．研究開発投資効率低下の理由

　研究開発投資効率が低下した理由について企業

の回答を見たのが図表９である。具体的な理由と

して回答された内容を見れば、研究者のインセン

ティブ不足や研究開発の進捗管理の問題など、い

わゆる研究開発マネジメント上の問題という理由

は少ない。むしろロードマップ不備、企業のアイ

デンティティが不明確なので研究開発投資が分散

されてしまい強いコア技術に結びつかない、ビジ

ネスモデルの構築不足などより経営戦略や事業戦

略、技術戦略等、戦略的な理由が指摘されている。

これらの理由を戦略ごとにまとめたのが図表10で

ある。

　以下、アンケートで指摘された理由を、戦略毎

に具体的な事例としてみてゆきたい。

図表９　研究開発投資が製品や利益に結びつかない理由

（資料）当社アンケート調査より作成

（注）Ａケースは中研自主、Ｂケースは中研依頼、Ｃケースは事業部開発、Ｄケースは全社利益に対応している

　

図表10　研究開発投資が製品や利益に結びつきにくい理由と戦略対応

　
（資料）当社アンケート調査より作成
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(1) 経営戦略上の問題点（企業のアイデンティテ

ィや独自ビジネスモデルの未構築）

①　アイデンティティの不明確

　ここで「企業のアイデンティティ」とは、自社

としてどのような製品を作るか、どのような製品

は作らないかという基準を意味する。近年製品の

絞込みは進んできたとはいうものの、従来から言

われてきたように、日本の大企業には総合型が多

く、他社横並び的に多種多数の製品を作っている

ことが多い。

　企業のアイデンティティが不明確で製品を絞り

込めないことの問題は、特性の違う多数の製品を

社内に抱えていることにある。その結果利益獲得

のポイントがずれ、経営が複雑化し、素速い経営

判断ができにくくなり、機会損失が増すことにな

る。

　図表11は、横軸に出荷額に占める（R&D 費＋

設備投資費）の割合、縦軸に出荷額に占める外部

購入費の割合を示したものである。それぞれ製品

のタイプと利益確保の違いが見て取れる。すなわ

ち、出荷額に占める（R&D 費＋設備投資費）の

割合が大きいと速くそれらの投資を回収する必要

があり、設備投資や製品上市のタイミングが重要

なポイントになる。出荷額に占める外部汎用部品

が多い場合は、部品のボリュームディスカウント

による購入部品価格を低くすることが重要となる

ため、量産可能であることが重要なポイントにな

る。自社特殊部品重視型ではキーデバイスを社内

で持つことがポイントである。また人材重視型で

は、優秀な人材を社内に育成し引き付ける魅力作

りがポイントとなり、量産型企業における人材評

価とは全く異なる評価基準が必要になる。

　しかしだからといって、集中と選択で特定製品

に特化した企業のみが成功するというわけではな

い。例えば韓国のサムスン電子のように、日本の

総合企業よりは製品の絞込みが行われてはいるが、

半導体、液晶、（デジタル）家電、携帯電話など

複数の製品を持ちながら高収益を上げている企業

も見られないわけではない。しかしサムスン電子

の場合には、自社の半導体や液晶を携帯電話や液

晶テレビに使用するなど、シナジー効果が発揮で

きる製品群に絞り込んでいること、半導体

（DRAM）やある特定液晶ではシェア世界一を

誇り、自社で価格コントロールできることが日本

企業との違いである。日本ではシャープの戦略が

これに近い。シナジー効果が発揮できるという条

図表11　電機製品に見る製品、利益確保のポイントの多様性

（資料）経済産業省『産業連関表（延長表）』（1997）より作成
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件があれば、ある程度幅広い製品を持つことは可

能だが、電機製品、特に IT 製品では基本的には

製品の絞込みが重要である。

②　日米 IT 企業の違い

　これを別の視点で見たのが図表12で、ここでは

横軸に対売上高研究開発比率、縦軸に対売上高営

業利益率をとって日米の電機企業、及び比較のた

めに日本の精密機械企業（キヤノン、リコー）を

プロットしたものである。

　売上高研究開発比率でみた場合の、米国 IT 企

業の多様性と日本の IT 分野を含めた電機企業の

一様性の違いが明瞭である。IT 製品分野は、い

わゆるモジュール型製品アーキテクチャーである

ため、各モジュールに特化した生き方しか許され

にくい。米国企業は、企業のアイデンティティに

基づき、特定製品に特化しその製品特有の高い研

究開発比率を維持して戦っているか、もしくはデ

ルのように、研究開発はほとんど行わないが、独

自の新たなビジネスモデルを生み出している。そ

れでも生き残れる保証はなく、低い利益率しか得

られず他社に併合される企業も多い（例えばパソ

コン特化のコンパック）。

　米国企業では IBM のみが日本の大企業と似た

研究開発比率の位置にあるが（逆にいえば、IBM

を目指している日本企業の研究開発比率が IBM

の研究開発比率に近い位置にある）、IBM は日本

企業よりははるかに営業利益率が高い。これは既

に IBM は、利益構成面においてはソフトウエア

を主とした企業になっているためであり、ハード

や情報サービス主体の日本企業とは見かけは似る

が、中身は異なった企業になっているためである。

　このような IT 企業の特異な生態をみても、日

本の IT 関連大企業が米国のベンチャー企業ほど

の製品絞込みを行うのは困難にしても、現状より

は製品の絞込みを行うことが必要である。その場

合には、日本の精密機械企業の生き方が参考にな

るであろう。すなわち精密機械企業は、総合電機

メーカーよりははるかに製品の絞込みが進んでい

図表12　日米電機企業の多様性比較

　
（資料）各社の有価証券報告書またはアニュアルレポートより作成

（注）1998年～2002年の平均値
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ると同時に、一製品に関しキーとなる多様な技術

を取り込み技術を融合させている。いわば製品は

企業アイデンティティに基づく絞込み、技術は多

数技術の融合という方向である。例えば日本企業

がほぼ独占しているデジタルカメラ分野では精密

機械企業が強いが、この製品には精密機械技術、

光学技術、CCD など半導体技術、ソフトウエア

技術など複数のキー技術が融合され、他国企業を

寄せ付けない差別化がなされている。

(2) 技術戦略上の問題点（競争力の強いコア技術

が少ない）

　今回のアンケートで指摘された、研究開発投資

が製品や利益に結びつきにくいことの技術戦略上

での問題点は、企業アイデンティティが不明確な

ため投資が分散し、強いコア技術が得られていな

いことであった。これを他の調査資料と照らし合

わせてみると、日本企業全体として確かにそのよ

うな傾向にあったことが分かる。

　例えば、1998年～1999年にかけて、米国 MIT

とドイツフラウンフォーファー研究所、及び日本

の旧科学技術庁の科学技術政策研究所が共同で行

った、各国の研究開発投資額年間１億ドル以上の

企業［北米182社（回答率32％）、欧州134社（回

答率40％）、日本126社（回答率78％）］を対象に

行ったアンケート調査では、最も重要な競合他社

と比較した自社の技術的位置付けに関しては、図

表13のような結果が得られている。

　回答企業の属性に関して、日本の回答企業にや

や化学系企業が多いという偏りはあるが、一般的

に日本企業は欧米企業に比較して、競争力の高い

コア技術でなく競争相手と同等の技術で競争して

いる実態が示されている。

　強いコア技術が少ないことと同時に、日本企業

においては独創性の高い特許が少ない事も指摘さ

れている。(財)日本テクノマートによる『未利用

特許情報実態調査』（1996）においても、日本企

業が自社の持つ特許を、「従来ない独創性の高い

技術」、「創造性が高い技術」、「改良性が高い改良

技術」、「既存技術の小さい改良技術」と分けた場

合、「従来ない独創性の高い技術」は5.6％しかな

いことが示されている。

(3) 事業戦略上の問題点（製品化スピード要請へ

の過剰対応）

　今回のアンケート調査結果の分析により事業戦

略上の問題点として指摘できるのは、製品化スピ

ード要請の高まりに対し、過剰に反応せざるを得

ないことである。

　例えば近年の市場競争激化に伴い、製品のモデ

ルチェンジ期間の短縮が進んでいる。昨年当社が

行ったアンケート調査によれば、アンケート回答

企業の主要製品に関してみると、５年前と現在と

のモデルチェンジ期間の短縮率は、特に電機製品

で－42％、精密機械製品で－40％と大きくなって

いる。しかしこの状況への対応については電機産

業と精密機械産業とで対照的である。例えば近年

の電機、精密機械、及び比較のために自動車産業

における売上原価率の変化を見ると、精密機械や

自動車では低下しているが、電機では次第に増加

している（図表14）。電機産業では速い製品化ス

ピード要請に対応するためキーデバイスまで社外

購入を行い売上原価率が上昇し、利益を圧迫して

いるのではないかと推定される。

　図表15に示したように、製品の出荷額の中に含

まれるキーデバイスとしての半導体の割合が高く

 図表13　最も重要な競合他社と比較した自社技術の

位置付け

日本

(126社中)

欧州

(134社中)

米国

(182社中)

技術リーダー 20％ 37％ 45％

競争相手と同格 54％ 47％ 34％

追随が速い 21％ 16％ 17％

追随が遅い  5％  0％  4％

（資料）(社)研究産業協会『IRI の Research/Technology Management の
紹介と分析』（2002）より作成
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なるにつれて、出荷額に占める付加価値額の割合

は低下する傾向がある。

　このため半導体投入量が大きい電機製品は、比

較的少ない精密機械製品に比べ、利益率が低くな

る傾向がある。製品化のスピードアップは、製品

価格や部品価格が急速に低下する中では不可欠な

対応ではある。しかしその対応のために、キーデ

バイスまで他社から購入するようになると、素速

い製品化には成功できても、利益確保の面では困

難な状況に陥ることを示している。したがってこ

の分野の製品では、社内にキーデバイスを死守す

るか、パソコンのデルのように、従来流通側が得

ていた利益を自社で取り込むような独自のビジネ

スモデルを持つ以外は利益を得るのは難しい。

図表14　主要３機械産業における売上原価率の推移

（資料）財務省『法人企業統計年鑑』各年度版より作成

図表15　主要製品における半導体投入割合と利益率

（資料）経済産業省『産業連関表（延長表）』（1997）より作成
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Ⅳ．今後の対応

　前章において、企業の研究開発投資が製品や企

業利益に結びつきにくい背景と理由を、経営・技

術・事業戦略ごとにみた。この章では、その対策

について考える。

１．研究開発投資を製品や利益に結びつける方策

　企業は研究開発投資を製品や利益に結びつけ効

率を上げるため、どのような方策を採るべきなの

だろうか。

　今回のアンケート調査結果によれば、全社利益

に結びつけるためには研究開発の重要性の明示、

企業のアイデンティティを確立しコア技術を確立

する、ロードマップの対応を強化する、CTO の

機能を強化するなどが上位に挙げられた（図表16、

グラフでは全社利益に関連深い順に並べた）。

　また全社利益と関連が深い中央研究所の研究を

事業部の製品に結びつけるためには、企業のアイ

デンティティの明確化に基づくコア技術の強化、

研究開発の重要性の明示、ロードマップの対応強

化、CTO 機能の強化が上げられている。両者に

おいてほぼ同様な項目が上位に挙げられているこ

とが分かる。

２．重要な経営トップの役割

　研究開発投資を企業利益に結びつきにくいこと

の責任はどのような階層でより大きいかという質

問では、CTO や戦略策定者、CEO などが上位に

挙げられた。

　研究開発投資を全社の利益に結びつける方策と

あわせて考察すると、全社的に経営戦略、技術戦

略、事業戦略を経営トップのリーダーシップで一

体的に行わず、各戦略を統制のないままにばらば

らに行っていたのでは、せっかく研究開発投資を

しても企業の利益獲得には結びつかない事を示し

ている。

　業績好調の韓国のサムスン電子の例で見ると、

今回のアンケート調査で示された課題に対しては、

経営トップがそれぞれコミットしていることが分

かる。例えば企業のアイデンティティが明確かど

うかに関しては、CEO の考えを反映しデジタル

コンバージェンスというキーワードをベースに半

導体、液晶、携帯電話、（デジタル）家電への選

図表16　研究開発投資を製品や利益に結びつける方策

　
（資料）当社アンケート調査より作成

（注）Ａケースは中研自主、Ｂケースは中研依頼、Ｃケースは事業部開発、Ｄケースは全社利益に対応する
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択と集中が行われている。それぞれの製品は互い

にシナジー効果が発揮できる製品になっている。

又ユニークなビジネスモデルを持っているかとい

う課題に関しては、CEO の強い意志で、景気の

谷の時期であっても、半導体や液晶分野への巨額

な設備投資を継続的に続けている。ロードマップ

の存在に関しては、やはり CEO の要請により、

５年後、10年後にどのような製品構成にするかと

いうことが常に経営陣の間で話題にされている。

そうしたロードマップが共有され、そのための技

術獲得に向けて研究者の獲得が進められている。

これがコア技術の獲得に繋がっている。企業全体

に日本企業がかつて石油ショックから素速く立ち

直れたのはコアとなる技術を持っていたからとい

う強い認識が共有されており、それがコア技術を

持つことの重要性認識に繋がっている。

　日本において業績が良い企業を見ても、キヤノ

ンや武田薬品工業等これまで戦略ごとに指摘され

た課題項目に対し、経営トップの強い関与が見て

取れる例は多い。

３．今後の方策

　これまでの検討を踏まえ、企業が研究開発投資

を製品、特に企業利益に結びつける方策を考える。

基本的方向としては、日本企業の強みに即した対

策が必要ということである。

(1) 企業アイデンティティなき横並びからの脱却

　企業の研究開発投資効率向上の第一歩は、企業

アイデンティティの明確化による他社横並びから

の脱却である。特に研究開発投資額が大きく多数

の製品を抱える電機産業にとっては必要な方策と

思われる。そのための具体的な方向を示す。

①　特化･集中型

　今後の新規先端市場として出現してくる分野に

対しては、例えば IT 分野における米国企業の例

にみたように、自社内に新規分野とぶつかり合う

既存分野を持たず特化・集中型対応のできるベン

チャー企業タイプが有効となる。その場合のベン

チャー企業の担い手としては、日本ではまだ優秀

な人材が大企業に多数存在している例が多いので、

大企業からのスピンオフベンチャーがより重要で

ある。ベンチャー企業の弱点は、入り口となる技

術力はあっても、出口となる販売力、与信判断力

など総合力が弱いことで、製品販売の段階で失敗

する例が多い。ここを乗り切るには、製品販売で

は、日本独自のシステムである商社の活用が考え

図表17　研究開発投資が製品や利益に結びつかない責任者層

　
（資料）当社アンケート調査より作成

（注）Ａケースは中研自主、Ｂケースは中研依頼、Ｃケースは事業部開発、Ｄケースは全社利益に対応する
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られる。商社は良い技術や製品であれば、自社の

リスクで販売の可能性を探ってくれることがある。

日本独自のこのような商社機能とベンチャーをう

まく組み合わせることが成功の秘訣である。

　既存分野に関しては、企業が社内に抱えこんだ

多様な事業では、各社の単独市場シェアが小さく、

大きなシェアを持つ世界のライバル企業との設備

価格面、部品購入価格面で不利である。各社から

の分離、もしくは事業交換と再編統合が望ましい。

このような分野としては既に DRAM 分野でのエ

ルピーダがスタートし、鉄鋼や化学分野でもこう

した動きが顕在化している。今後は DRAM 以外

の半導体や液晶分野などでも増加すると考えられ

る。その場合、エルピーダに見られるように、出

身親企業母体にこだわらずその分野を熟知する経

営トップを選び任せることができるかどうかが一

つのポイントになる。

②　統合・シナジー型

　企業のアイデンティティの確立といっても、必

ずしも製品を単一製品にまで絞り込むことが求め

られているわけではない。サムスン電子のように、

複数の製品を社内に持っても高い営業利益を上げ

ている企業は存在する。

　ただしこの場合のポイントは２つある。１つは、

自社内に他社と比べて技術的に弱い製品があり、

その弱い製品技術を補うために自社の強い技術

（特許）をクロスライセンスで他社に与えざるを

得なくなるような製品は持たないこと、第２にシ

ナジー効果がある製品群に絞り込むことである。

部品とその部品を組込む組立製品とを垂直統合的

に自社内に持つことは、むしろ日本の大企業の生

き方としては現実的である。もしくは組み立て製

品に優位性を持つ企業が、部品に優位性を持つ企

業と提携するケースも有効である。その場合でも、

部品の市場シェアでは世界一になり、その部品価

格を他社よりも有利に設定できるなどの能力は必

要である。そうしないでキーデバイスとしての部

品を他社から購入するのでは、利益が社外流出し、

製品はできたが利益が得られないという状況に陥

りやすくなる。

③　技術融合型

　製品は絞り込むが、それに使う複数の技術は自

社内で持ち、その技術を融合化して差別化する方

法もある。特に精密機械製品に見られるやり方で

ある。その場合の技術としては各社異なるが、IT

技術だけでなく秘匿型の材料技術、ナノテク技術、

ソフトウエア技術の融合などが考えられる。今後

それらを応用する分野としては、従来の IT 分野

だけでなく、自動車製品、精密機械、ロボット分

野などが有望な分野と思われる。

(2) コア技術の確立と知財戦略

①　コア技術の獲得

　今後とも製品化スピードが一層速まり、この面

での競争は激化する。しかしスピード競争という

一面同質的な競争に巻き込まれると、各社の本質

的な差別化がなされず、結局企業体力勝負となっ

て、研究者や技術者が消耗してしまう。スピード

競争は避けられないが、同時に差別的コア技術競

争に持ち込まないと体力勝負の罠から抜け出る事

ができきない。

　スピード競争の中でコア技術を開発維持するの

は難しいが、各社の研究開発ポートフォリオの中

で一定限コア技術を維持する必要があり、それは

経営トップや CTO の大きな役割となる。

　コア技術を自前の中央研究所等でまかなうか大

学や研究機関など社外にゆだねるかに関しては、

新技術の評価や目利きは自社で行うしかなく、自

社内にある程度の評価能力を持つ研究者は必要で

ある。

　コア技術の獲得とともに重要なのが、生まれた

コア技術の事業部への移転能力である。中央研究

所で生まれたコア技術が革新的であればあるほど、

ものつくりという保守的な性格を持つ事業部では

受け取らない傾向がある。革新的技術を事業部の
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製品に組み込んで差別的で利益を得られる製品に

するためには、その橋渡しとしての技術移転能力

が不可欠である。コア技術の獲得を自社中央研究

所から大学や研究機関等社外に変えても、技術移

転能力がなければ効果は薄い。したがって CTO

や技術プロヂューサーといわれる研究所と事業部

の組織の壁を乗り越えて技術の橋渡しをする人材

の役割は大きい。

②　競争力ある知的財産を徹底して守る

　企業の利益を得るには、技術の特許による保護

は必要である。しかし、クロスライセンスなどで、

特許が他社との差別化に結びついていないケース

もある。このため本当に強いコア技術を秘匿しブ

ラックボックス化することも必要になる。電機企

業と精密企業との利益率の差の一端は、電機企業

では利益確保の手段が技術の特許による保護と製

品のスピードアップしかないが、精密機械企業に

は技術の秘匿という手段が有効とみなされている

などの違いがある。

(3) 経営･技術･事業戦略の一体化

　今回のアンケート調査結果でも明確になったよ

うに、研究開発投資を製品や利益に結びつけるの

は単なる研究所の研究開発マネジメントではない。

経営戦略、事業戦略、技術戦略がロードマップを

共通語にして一体的に行われることが重要である。

すなわちそれぞれ経営目標ロードマップ、事業製

品ロードマップ、要素技術ロードマップの一体的

構築を行うと同時に、各ロードマップ構築におい

てそれぞれの部署の人員が参加し、認識を共有す

る過程が重要となる。それをリードする上で CEO

や CTO 等の経営トップの役割が非常に大きいも

のとなる。

おわりに

　ようやく明るい兆しが見え始めた日本企業は、

今後、これまで以上に研究開発投資を増加させる

意向である。中国企業と自社との間合いが分かり

出した企業にとって、中国企業との差別化ではや

はり独自のコア技術を持たないと勝ち残れないと

いう認識が強まっている。しかし今回の研究で明

確になったように、コア技術なき単なるスピード

競争では、せっかくの研究開発投資が利益に結び

つかず、空回りしてしまう。

　明確な企業のアイデンティティに基づくシナジ

ー効果を持つ製品群への絞込み、全社内のコアメ

ンバーが一体となって作るロードマップによる方

向性の共有、自社内や社外活用を問わず差別的な

コア技術の重要性認識、技術の秘匿を含めた知財

戦略、社内に蓄積された生産技術の高度化、そし

てそれらの融合、コア技術の事業部移転などが重

要なのである。

　従来の研究所任せの研究開発マネジメントから、

経営・技術・事業戦略を一体化させ、研究開発投

資を効率的に企業利益に結びつける努力が必要に

なっている。そのための経営トップの役割を強調

してもしすぎることはない。
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